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　コーポレート・ガバナンス強化に向けた企業の取り組みは全体として着実に進んでいる。東京証
券取引所第1部の上場会社で社外取締役を2名以上選任している割合は93.4％であり、コーポレート
ガバナンス・コードが適用されてから増加傾向にある。しかしながら、社外取締役の人数が増える
ことが取締役会の実効性を高める取り組みにつながるとは言い難い現実がある。かんぽ生命保険は
10名の取締役のうち7名が社外取締役であるが、顧客への不適切販売が問題になっている。2018年6
月1日にコーポレートガバナンス・コードが改訂され、任意の指名委員会、報酬委員会の活用、取
締役会における経営者の後継者計画の監督などに関する内容が拡充した。後継者候補育成を体系化、
実践化している企業はほとんど見当たらない。本稿では改訂コーポレートガバナンス・コードの適
用状況と課題を中心として、指名委員会、報酬委員会の設置状況、社外取締役に求められる役割と
検討事項、経営者の育成について考察を行った。　　　
keywords：コーポレートガバナンス・コード、コーポレート・ガバナンス改革、社外取締役、取締役会、
　　　　  経営者の育成　
目　　　次
１．はじめに
２．日本のコーポレート・ガバナンス改革
３．コーポレートガバナンス・コードの基本原則
　　と基本的な考え方
４．改訂コーポレートガバナンス・コードの特徴
５．指名委員会、報酬委員会の設置状況
６．コーポレートガバナンス・コードの適用状況
７．コーポレートガバナンス・コードの適用にお
　　ける課題
８．社外取締役に求められる役割と検討事項
９．おわりに
1.　はじめに
2015年6月1日に東京証券取引所が公表したコーポレートガバナンス・コードは2018年6月1日に改訂し、
東京証券取引所第1部と第2部の上場会社に適用されている。コーポレートガバナンス・コードは５つの
基本原則を中心に78原則（改訂前は73原則）から構成されている。該当する上場会社は様々な利害関係
者と適切に協働しつつ実効的な経営戦略のもとで中長期的な収益力の改善を図ることを求めている。
コーポレートガバナンス・コード導入以降、取締役会と経営会議は自社のガバナンスのあり方、方向性
を含めた具体的な議論を重ねており、自社のガバナンスの仕組みを見直すきっかけになっている。
企業が3つある形態のコーポレート・ガバナンス（監査役設置会社、指名委員会等設置会社、監査等
委員会設置会社）を選択するかはその企業の置かれた環境、経営戦略のあり方によって異なってくる。
コーポレート・ガバナンスは万能ではなく、メリット、デメリットを理解し、デメリットについては検
証しておく必要がある。近年は社外取締役の確保が問題になっている。社外取締役といっても企業の株
主ではなく、企業との関係がない独立社外取締役を意味している。独立社外監査役も同様の意味になる。
企業は社外取締役または社外監査役と連携を取りながら情報共有し、社外の視点、意見を受け入れると
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適用状況と課題
―コーポレート・ガバナンス改革との関連で―
青　木　　崇
1 ソニーは 38 名の取締役を 10 名 (3 名は社外取締役 ) に減少し、執行役員に 27 名 (7 名の社内取締役は兼任 ) が就任した。
2 政府は上場会社に社外取締役の選任義務化や役員報酬決定の開示強化に向けた会社法改正案を 2019 年 10 月の臨時国会
に提出し、2020 年の施行を予定している。
3 詳しくは青木 (2018) を参照のこと。
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いったことが重要になってくる。
コーポレートガバナンス・コードは企業が遵守すべきルールではあるが、すべてのことを遵守する必
要はなく、必要に応じてそれ相応の説明を行えばよい。法的拘束力および罰則はなく、コーポレートガ
バナンス・コードをどのように対応していくかは企業の方針と裁量によって異なってくる。一方でコー
ポレートガバナンス・コードは比較的簡単に適用できるため、形式的な対応になっているという指摘が
ある。社外取締役の確保のほかに任意の指名委員会、報酬委員会の活用、取締役会における経営者の後
継者計画の監督、取締役における女性、外国人の登用の少なさといった問題がある。
本稿では企業における改訂コーポレートガバナンス・コードの適用状況と課題について考察を行う。
具体的には日本のコーポレート・ガバナンス改革について論述し、改訂コーポレートガバナンス・コー
ドの特徴、指名委員会、報酬委員会の設置状況、コーポレートガバナンス・コードの適用状況における
課題、社外取締役に求められる役割と検討事項について考察を行い、知見と残された課題について提示
することにしたい。
２．日本のコーポレート・ガバナンス改革
日本企業に共通するコーポレート・ガバナンスの考え方は意思決定の迅速化、監督と執行の分離、経
営の効率化、経営責任の明確化、コンプライアンス体制の充実・強化、リスク管理体制の充実・強化、
経営の透明性であり、これらをもってして企業価値の向上を目指している。日本のコーポレート・ガバ
ナンス改革を大まかに見ていくと、1997年6月にソニーが日本で初めて執行役員を導入して経営の監督
と執行の分離を行った1。ソニーが買収した海外子会社のガバナンスをどうすべきかが1990年代のコー
ポレート・ガバナンス改革の発端であった。
2000年代は企業不祥事が跡を絶たずにいたため、企業不祥事の防止が目的であった。2006年5月1日に
会社法が施行し、該当する企業はコーポレート・ガバナンスの形態が3つになった。2007年9月30日に金
融商品取引法が施行し、内部統制報告制度が開始した。
2010年以降は政府が推進する日本企業の稼ぐ力の向上のため、2014年2月26日に日本版スチュワード
シップ・コードを公表（2017年5月29日改訂）し、2015年5月1日に会社法が改正2し、2015年6月1日にコー
ポレートガバナンス・コード（2018年6月1日改訂）が適用された。背景には日本経済が長期にわたって
低迷を続ける中、機関投資家、一般の株主が企業の取り組みを後押しするようなコーポレート・ガバナ
ンスの見直しが必要であったことから政府は稼ぐ力をキーワードにした施策を行った。具体的には攻め
のガバナンスの実現として、社外取締役の導入、ROE（自己資本利益率）10％以上、取締役会の実効
性を高める評価、機関投資家への情報開示と対話、経営者育成などの検討がなされてきた3。
３．コーポレートガバナンス・コードの基本原則と基本的な考え方
コーポレートガバナンス・コードはコーポレート・ガバナンスにおける遵守すべき事項を規定した行
動規範である。コーポレートガバナンス・コードは①株主の権利・平等性の確保、②株主以外のステー
クホルダーとの適切な協働、③適切な情報開示と透明性の確保、④取締役会等の責務、⑤株主との対話
4 詳しくは青木 (2018) を参照のこと。
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の５つの基本原則を中心に78原則から構成されている4。このことを新たに東京証券取引所（2018）を
参考にしてまとめたのが表1である。
冒頭で触れたが、コーポレートガバナンス・コードに法的拘束力はない。行動規範に規定する内容に
ついて原則的には遵守すべきだが、できない（やらない）場合は相当の理由を説明すべきであるといっ
たコンプライ・オア・エクスプレイン（Comply or Explain）の考え方に基づいている。
５つの基本原則のうち取締役会等の責務には独立社外取締役の活用として2名以上選任すべきとの明
記がある。東京証券取引所によれば、第1部の上場会社で社外取締役が2名以上の割合は2011年が
15.0％、2012年が16.7％、2013年が18.0％、2014年が21.5%、2015年が48.4%、2016年が79.7%、2017年が
88.0％、2018年が91.3％、2019年が93.4％である。コーポレートガバナンス・コードを適用した2015年
  
3 
 
の対話の５つの基本原則を中心に 78 原則から構成されている4。このことを新たに東京証券取引所
（2018）を参考にしてまとめたのが表 1 である。 
 冒頭で触れたが、コーポレートガバナンス・コードに法的拘束力はない。行動規範に規定する内容
について原則的には遵守すべきだが、できない（やらない）場合は相当の理由を説明すべきであると
いったコンプライ・オア・エクスプレイン（Comply or Explain）の考え方に基づいている。 
 
表 1 コーポレートガバナンス・コードの５つの基本原則 
＜株主の権利・平等性の確保＞ 
上場会社は株主の権利・平等性を確保すべき。 
株主の権利の実質的な確保→株主が総会議案の十分な検討時間を確保するための対応（招集通知の早期発送等）。 
株式の政策保有→方針の開示、経済合理性の検証に基づく保有の狙い等の説明、議決権行使基準の策定・開示。 
＜株主以外のステークホルダーとの適切な協働＞ 
 場会社は、企業の持続的成長は従業員、顧客、取引先、地域社会などのステークホルダーの貢献の結果であることを認識し、適切
な協働に努めるべき。 
社会・環境問題をはじめとするサステナビリティ（持続可能性）をめぐる課題に適切に対応。 
社内における女性の活躍促進を含む多様性の確保の推進。 
＜適切な情報開示と透明性の確保＞ 
 場会社は法令に基づく開示を適切に行うとともに利用者にとって有用性の高い情報を的確に提供すべき。 
＜取締役会等の責務＞ 
 締役会は会社の持続的成長を促し、収益力・資本効率等の改善を図るべく、①企業戦略等の大きな方向性の提示、②経営陣の適切
なリスクテイクを支える環境整備、③独立した立場から実効性の高い監督等の役割・責務を果たすべき。 
独立社外取締役の活用→持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物を 2 名以上選任すべき。 
3 分の 1 以上の独立社外取締役が必要と考える会社はそのための取り組み方針を開示。 
＜株主との対話＞ 
 場会社は持続的な成長に資するとの観点から株主と建設的な対話を行うべき。 
（出所）東京証券取引所（2018）を参考にして、筆者作成。 
 
表 2 コーポレートガバナンス・コードの基本的な考え方 
＜攻めのガバナンスの実現＞ 
会社の意思決定の透明性・公平性を担保し、迅速・果断な意思決定を促進。 
＜株主との対話を通じた中長期投資の促進＞ 
中長期保有の株主を企業にとって重要なパートナーと位置つけ、株主と企業の建設的な目的を持った対話によって、中長期投資を
促す効果を期待。 
＜プリンシプルベース・アプローチ（原則主義）＞ 
抽象的で大掴みな原則について関係者がその趣旨・精神を確認し互いに共有したうえで自らの取り組みが形式的な文言・記載では
なく、その趣旨・精神に照らして真に適切か否かを判断。 
＜コンプライ・オア・エクスプレイン＞ 
コーポレートガバナンス・コードは法令とは異なり法的拘束力を有する規範ではないため、企業は個別事情に照らして実施するこ
とが適切でないと考える原則があれば、その理由を十分説明することにより、一部の原則を実施しないことも想定。 
（出所）東京証券取引所（2018）を参考にして、筆者作成。 
                                                  
4 詳しくは青木(2018)を参照のこと。 
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から増加していることがわかる。海外の機関投資家が求める社外取締役が３分の１以上の割合は2014年
が6.4％、2015年が12.2％、2016年が22.7％、2017年が27.2％、2018年が33.6％、2019年が43.6％である。
コーポレートガバナンス・コードの基本的な考え方は表2のように、①攻めのガバナンスの実現、②
株主との対話を通じた中長期投資の促進、③プリンシプルベース・アプローチ（原則主義）、④コンプ
ライ・オア・エクスプレインの4点である。コーポレートガバナンス・コードを適用した上場会社はコー
ポレート・ガバナンスに関する報告書（法定開示）で実施するか、実施しないといった理由を説明する
必要がある。
４．改訂コーポレートガバナンス・コードの特徴
改訂コーポレートガバナンス・コードは14の原則、補充原則を変更、新設している。大きく分類する
と表3のように、①取締役会の機能強化、②経営者の選解任、報酬の透明性強化、③投資家との対話促
進の３項目があげられる。
  
1 
 
 
表 3 改訂コーポレートガバナンス・コードの変更と新設 
項目 改訂の概要 
取締役会の機能強化 ＜独立社外取締役の活用＞ 
独立社外取締役 3 分の 1 以上の選任が必要と考える場合、十分な人数の選任。 
＜独立した諮問委員会の活用＞ 
任意の指名、報酬に係る独立した諮問委員会の活用。 
＜取締役会の多様性の確保等＞ 
取締役会におけるジェンダーや国際性を含む多様性の確保。 
財務、会計、法務の知識を有する監査役の選任。 
経営者の選解任、報酬の透明性強化 ＜経営者の選解任手続き＞ 
個々の経営陣幹部の選解任と取締役、監査役候補の指名についての説明。 
CEO 選解任に関する客観性、適時性、透明性ある手続きの確立。 
＜経営者の報酬決定手続き＞ 
客観性、透明性ある手続きに従った経営陣の報酬制度設計、報酬額決定。 
＜後継者計画への関与＞ 
後継者計画に関する取締役会の主体的関与。 
投資家との対話促進 ＜経営計画の策定等＞ 
自社の資本コストを的確に把握したうえでの経営計画等の方針、目標の提示。 
事業ポートフォリオの見直しや設備、研究開発、人材への投資に関する説明。 
＜政策保有株式の縮減＞ 
政策保有株式の縮減に関する方針、考え方の策定、開示。 
個別の政策保有株式について保有の適否の検証、検証内容の開示。 
具体的な議決権行使基準の策定、開示とその基準に沿った対応。 
＜政策保有株主との関係＞ 
保有されている側は株式売却を妨げない。 
政策保有株主との取引に関する経済合理性の検証。 
 
 
 
 
 
 ＜アセットオーナーとしての企業年金＞ 
運用の資質を有した人材の企業年金への登用等の取り組みと開示。 
企業年金受益者と会社との間に生じ得る利益相反の適切な管理。 
＜ESG 情報の開示＞ 
ESG 要素を含む非財務情報に関する利用者にとって有用性の高い開示。 
（出所）東京証券取引所（2018）を参考にして、筆者作成。 
 
5 経済産業省 (2018b)41 ページ。
6 詳しくは青木 (2017) を参照のこと。
7 詳しくは経済産業省 (2018a) を参照のこと。
8 東京証券取引所 (2019a)9 ページ。
9 東京証券取引所 (2019a)12 ページ。
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①は独立社外取締役の活用、独立した諮問委員会の活用、取締役会の多様性の確保等、②は経営者の
選解任手続き、経営者の報酬決定手続き、後継者計画への関与、③は政策保有株式の縮減、政策保有株
主との関係、ESG情報の開示などについての説明を求めている。
経済産業省（2018b）によれば、経営者の交代と後継者の指名は企業価値を左右する重要な意思決定
であり、十分な時間と資源をかけて後継者計画に取り組むことを指摘している。経営者の選解任、後継
者計画の監督に関して、法定の指名委員会（指名委員会等設置会社）または任意に設置した指名委員会
（監査役設置会社、監査等委員会設置会社）を活用することを検討する必要がある5。会社法上、経営者
の選解任は取締役会の権限とされている。取締役の選解任は株主総会で決められる。指名委員会、報酬
委員会は経営者の指名、報酬について実質的な監督機能を担うことから取締役会と委員会が一体として
実効的に機能しているかが取締役会の実効性評価の一環に関係する。
ESGとは環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取ったもので
あり、企業の持続的成長に影響を及ぼす要素と考えられている。ESGは数値化しにくい非財務情報とし
て、企業は積極的にアピールする動きがある。2006年4月に国連が責任投資原則を公表し、その中で
ESG要素の考慮が投資パフォーマンスに影響する可能性が示されたことで機関投資家の間でESG投資へ
の関心が高まったからである6。
５．指名委員会、報酬委員会の設置状況
経済産業省（2018a）によれば、指名委員会、報酬委員会を設置する目的は独立性、客観性、説明責
任の強化、決定プロセスの安定性向上を理由とする企業が多い。指名委員会、報酬委員会を設置してい
ない理由は取締役会とは別の場で社外取締役の助言を得ている、個別の委員会設置は過剰、監査等委員
会の職務に含まれているとの回答がある7。
東京証券取引所（2019a）によれば、指名委員会（法定・任意）を設置する上場会社の比率は第1部が
49.7％、JPX日経400が76.3％である（図1参照）。指名委員会（任意）の過半数が社外取締役である上場
会社の比率は第1部が61.4％、JPX日経400が64.4％である8。報酬委員会（法定・任意）を設置する上場
会社の比率は第1部が52.4％、JPX日経400が77.6％である（図2参照）。報酬委員会（任意）の過半数が
社外取締役である上場会社の比率は第1部が60.6％、JPX日経400が63.2％である9。
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表 3 改訂コーポレートガバナンス・コードの変更と新設 
項目 改訂の概要 
取締役会の機能強化 ＜独立社外取締役の活用＞ 
独立社外取締役 3 分の 1 以上の選任が必要と考える場合、十分な人数の選任。 
＜独立した諮問委員会の活用＞ 
任意の指名、報酬に係る独立した諮問委員会の活用。 
＜取締役会の多様性の確保等＞ 
取締役会におけるジェンダーや国際性を含む多様性の確保。 
財務、会計、法務の知識を有する監査役の選任。 
経営者の選解任、報酬の透明性強化 ＜経営者の選解任手続き＞ 
個々の経営陣幹部の選解任と取締役、監査役候補の指名についての説明。 
CEO 選解任に関する客観性、適時性、透明性ある手続きの確立。 
＜経営者の報酬決定手続き＞ 
客観性、透明性ある手続きに従った経営陣の報酬制度設計、報酬額決定。 
＜後継者計画への関与＞ 
後継者計画に関する取締役会の主体的関与。 
投資家との対話促進 ＜経営計画の策定等＞ 
自社の資本コストを的確に把握したうえでの経営計画等の方針、目標の提示。 
事業ポートフォリオの見直しや設備、研究開発、人材への投資に関する説明。 
＜政策保有株式の縮減＞ 
政策保有株式の縮減に関する方針、考え方の策定、開示。 
個別の政策保有株式について保有の適否の検証、検証内容の開示。 
具体的な議決権行使基準の策定、開示とその基準に沿った対応。 
＜政策保有株主との関係＞ 
保有されている側は株式売却を妨げない。 
政策保有株主との取引に関する経済合理性の検証。 
 
 
 
 
 
 ＜アセットオーナーとしての企業年金＞ 
運用の資質を有した人材の企業年金への登用等の取り組みと開示。 
企業年金受益者と会社との間に生じ得る利益相反の適切な管理。 
＜ESG 情報の開示＞ 
ESG 要素を含む非財務情報に関する利用者にとって有用性の高い開示。 
（出所）東京証券取引所（2018）を参考にして、筆者作成。 
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6．コーポレートガバナンス・コードの適用状況
コーポレートガバナンス・コードの適用以降に企業の取り組みが進展したのは社外取締役の導入、増
員、取締役会のあり方や目指すべき方向性の見直し、取締役会の付議基準の引き上げなどがあげられる。
経営者の選解任基準、プロセスの明確化は進んでいないのが現状である。
経済産業省（2018a）によれば、コーポレートガバナンス・コードの適用に可能な限り実施する方向
で検討している企業は50.0％、実施しない理由を説明することも含めて検討している企業は40.0％であ
る。実施しているが、形式的な対応にとどまり、実質的な取り組みに至っていない企業は28.0％である（図
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図 1 指名委員会の設置状況 
 
（出所）東京証券取引所（2019a）8 ページ。 
 
図 2 報酬委員会の設置状況 
 
（出所）東京証券取引所（2019a）11 ページ。 
 
６．コーポレートガバナンス・コードの適用状況 
 ガバナンス・コードの適用以降に企業の取り組みが進展したのは社外取締役の導入、
増員、取締役会のあり方や目指すべき方向性の見直し、取締役会の付議基準の引き上 などがあげら
れる。経営者の選解任基準、プロセスの明確化は進んでいないのが現状である。 
 経済産業省（2018a）によれば、コーポレートガバナンス・コードの適用に可能な限り実施する方
向で検討している企業は 50.0％、実施しない理由を説明することも含めて検討している企業は 40.0％
である。実施しているが、形式的な対応にとどまり、実質的な取り組みに至っていない企業は 28.0％
である（図 3 参照）。 
 東京証券取引所（2019b）によれば、コーポレートガバナンス・コードの 90％以上の原則を実施し
10 東京証券取引所 (2019b)4 ページ。
11 https://www.itochu.co.jp/ja/files/corporate_governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス )
12 https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir/pdf/pcg.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス )
13 https://www.tsumura.co.jp/corporate/governance/pdf/governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス )
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3参照）。
東京証券取引所（2019b）によれば、コーポレートガバナンス・コードの90％以上の原則を実施して
いる上場会社の比率は第1部が85.3％（2017年は93.0％）である10。78原則を実施する比率は第1部が
18.1％（2017年は31.6％）、第2部が1.2％（2017年は4.0％）である。コーポレートガバナンス・コード改
訂後は実施率が全体として低下していることがわかる。
以下では東京証券取引所第1部の3社の事例についてコーポレート・ガバナンスに関する報告書を参考
にして、若干の紹介をする。
伊藤忠商事は豊かさを担う責任（Committed to the Global Good）という企業理念に基づいてコーポ
レート・ガバナンスに取り組んでいる。コーポレートガバナンス・コードへの対応、社外取締役の増加、
取締役会評価制度、執行役員制度を導入し、2017年には社外取締役比率を３分の１以上として取締役の
非兼任を実現している11。
パナソニックはカンパニー制を採用しており、４つのカンパニーがそれぞれ独立して経営体制を敷き、
グループ全体の企業価値向上を目指してコーポレート戦略本社を整備している。コーポレートガバナン
ス・コードはすべて実施しており、取締役会や執行役員制度を確立し、指名・報酬諮問委員会を設置し、
グループ戦略会議を実施して情報開示を行っている12。
ツムラは2017年6月、コーポレート・ガバナンス体制の強化を目的として監査役会設置会社から監査
等委員会設置会社に移行した。3名中2名が社外取締役で構成される監査等委員会を設置し、経営の健全
性と透明性を目指している。社外取締役を中心に構成する任意の指名・報酬諮問委員会を設置し、取締
役会の独立性、客観性と説明責任を強化している13。
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図 3 コーポレートガバナンス・コードへの対応 
 
（出所）経済産業省（2018a）58 ページ。 
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置し、取締役会の独立性、客観性と説明責任を強化している13。 
 
７．コーポレートガバナンス・コードの適用における課題 
 社外取締役の確保では経営経験者が不足している点が指摘されている。社外取締役の導入は進展し
たが、経営に関する知見や高い見識を有する候補者を見つけることが困難という企業が多い。経営経
                                                 
10 東京証券取引所(2019b)4 ページ。 
11 https://www.itochu.co.jp/ja/files/corporate_governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
12 https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir/pdf/pcg.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
13 https://www.tsumura.co.jp/corporate/governance/pdf/governance.pdf(2019 年 9 月 1 日アクセス) 
14 味の素は 9 名の取締役 (3 名は社外取締役 ) のうち、女性が初めて取締役常務執行役員に就任し、社外取締役 1 名も女性
である。セガサミーホールディングスは 10 名の取締役 (4 名は社外取締役 ) のうち、女性の外国人が初めて社外取締役に
就任した。
15 30％ Club Japan によれば、東京証券取引所第 1 部の上場会社のうち、株価指数 (TOPIX)100 を構成する企業の女性役員
比率は 10.5％ (2019 年 ) である。
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7．コーポレートガバナンス・コードの適用における課題
社外取締役の確保では経営経験者が不足している点が指摘されている。社外取締役の導入は進展した
が、経営に関する知見や高い見識を有する候補者を見つけることが困難という企業が多い。経営験者を
中心に社外取締役の人材プールを拡充する必要がある。退任した経営者を含めて他社の社外取締役に就
任することは有用との指摘がある。経営者にふさわしい経験や力量を持った人材を育成する仕組みが日
本企業に備わっていないとの指摘があるため、今後の最重要課題の一つである。
経済産業省（2018b）によれば、社外取締役は経営に対する監督や助言についての役割を果たしている、
と多くの企業が認識している。一方、経営者の選解任や報酬に関する監督、少数株主やステークホルダー
の意見の反映といった部分では社外取締役が十分な役割を発揮していない可能性があると指摘している。
コーポレートガバナンス・コードの取締役会の機能強化では取締役会におけるジェンダーや国際性を
含む多様性の確保が求められている。経済産業省（2018a）によれば、社外取締役に1名の女性を選任し
ている企業は29.0％、社外取締役に外国人を選任する企業は5.0％である14。取締役会の構成については
不十分であることがわかる。東洋経済新報社の『役員四季報』によれば、女性役員は増加傾向にあるが、
女性役員比率は4.1％（2018年）である15。政府は第４次男女共同参画基本計画において、上場会社役員
に占める女性の割合を2020年に10％の目標を掲げている。
取締役会の課題としては経営者の後継者計画や中長期経営戦略に関する検討が十分になされていない
ことがあげられる。取締役会の議論を充実させるための工夫として、資料の事前送付や議題の絞り込み
などに取り組む企業が多いが、日産自動車のゴーン問題とその後のトップ人事交代を考えると経営者の
選解任基準の整備を検討する企業が急増することが予想される。
8．社外取締役に求められる役割と検討事項
社外取締役の独立性は重要な資質、背景の一つではあるが、独立性だけではなく、それ以外の資質、
背景の多様性も考慮する必要がある。取締役会のあり方や社内取締役のバランスも踏まえ、社外取締役
として実質的に役割を果たすために必要となる資質、背景が何かについて検討する必要がある。
検討に際しては取締役会が健全に役割を発揮するためにジェンダーや国際性を含む取締役の多様性を
確保するという視点を持つことが重要である。取締役に女性が1名もいない企業は取締役としての質の
確保を前提としつつ女性の社外取締役を選任することを積極的に検討すべきである。
社外取締役のタイプとしては経営経験者としての視点からの意見が期待される場合がある。その企業
の事業に関する経験がある場合とない場合が考えられるが、知識と経験が能力としてどのように発揮さ
れるかが問われてくるであろう。経営経験者ではないが、専門的な知識、知見に基づく意見が期待され
る場合の社外取締役も考えられる。企業の実務に関する専門知識を有する場合と学術的な専門知識を有
する場合がある。社外取締役に求める資質、背景が決まれば、それを有する社外取締役候補者を選任し
ていくことになる。
16 詳しくは青木 (2016) を参照のこと。
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9．おわりに
コーポレートガバナンス・コードは社外取締役の確保、取締役会の有効性の向上、経営者の指名、報
酬などに関する任意の指名委員会、報酬委員会の活用、ESG情報の開示といったように多岐にわたって
いる。攻めのガバナンスの実現に向けて企業が取り組む一方、企業不祥事が跡を絶たない現実がある。
特に東芝のように買収した海外子会社のガバナンスをどう管理するかといった問題がある。まさに1990
年代のコーポレート・ガバナンス改革の問題と一致するところがある。時代背景や経営環境は変わって
いくが、今後のグループとしてのガバナンスに対してどのように舵を切っていくかが問われてくる。コー
ポレート・ガバナンスを推進するための社内体制の構築は不可欠であり、経営者の責務に関わってくる。
コーポレート・ガバナンス強化に向けた社外取締役の役割は重要であるが、経済団体によっては社外
取締役をめぐる議論の見解が異なっている。社外取締役の形式要件を整えれば、企業価値が上がり、経
営の透明性が確保され、企業不祥事の温床となる芽を摘むことができるかといえば実際は難しい。経営
者が意図的に隠蔽した場合は非常勤の社外取締役が真相をつかむのは不可能に近い。社外監査役がいて
も内部監査部門に調査を命じる権限はない。社外取締役や社外監査役が立場上は独立役員としても慣行
的に経営者の強い意向に異論を挟むのは難しいことが指摘されている。コーポレート･ガバナンスの制
度作りに着目すると社外取締役、社外監査役のガバナンスの実効性が問われてくる16。
繰り返される企業不祥事を抑止、防止するためには経営の健全化を図ることが必要となってくる。企
業不祥事は最終的には自己の意識、行動、倫理観に関わってくる。経営のプロフェッショナルとして確
固たる経営理念と経営倫理に基づいたリーダーシップを発揮できる経営者が切望されている。コーポ
レート・ガバナンスの制度作りよりもその仕組みを戦略的に使いこなせる経営者の育成が最重要課題の
一つである。
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